










別記様式第８号

注：適宜、行を追加して記入すること。

35 35
検討会の開催・
農業機械の改良

成果目標は達成してい
る。

55 55 100.0和歌山県
大和トウキ生産

推進協議会
トウキ 26 35

0奈良県
天理市甘草栽培

協議会
カンゾウ 26 59 15 393.3

検討会の開催・
実証ほの設置

平成28年
目標値

（％）
達成率

0 0

１年目
平成22年 平成26年

２年目
平成27年

基準年

産地活性化総合対策事業の薬用作物等地域特産作物産地確立支援事業（薬用作物産地確立支援事業）に関する事業評価票

地方農政局長の意見目標年

成果目標は達成してい
る。

事業内容
具体的な
取組内容

成果目標の達成状況（成果目標：栽培面積（a））
都道府県名 事業実施主体名 対象品目名

事業実施
年　　  度



別記様式第８号

１．輸出用茶生産拡大への取組

（１）　成果目標が残留農薬低減の場合

注１：「本年度」の欄は、事業実施年度に取り組んだ残留農薬値を記入すること。
　 ２：適宜、行を追加して記入すること。

（２）　成果目標が新たな商品開発の場合

　 注１：適宜、行を追加して記入すること。

全国農業協同組
合連合会京都府
本部

京都府

京都府

2,900（ａ）

10（ａ）

10（ａ）

10（ａ）

＊＊＊

＊＊＊

検討会の開催
調査分析等

（実証ほの設置・
残留農薬の分析）

0.01シフェルメトフェン

25

10 検出せず

0.04

検出せず

成果目標は達成してい
る。

成果目標は達成してい
る。

検討会の開催
調査分析等

（残留農薬の分
析・市場調査）

事業内容
具体的な
取組内容

地方農政局長の意見

0

0

5

0.05

0.01

都道府県名 事業実施主体名
現況

（25年度）①

25

20

目標
（28年度）②

残留農薬値(ppm)

本年度
（28年度）

＊＊＊

＊＊＊

受益者名
茶園面積

(ａ)

アセタミプリド

増減率（％）
②/①

1

30

検出せず

0.01

400（ａ）

成分名

イミダクロプリド

ジノテフラン

検出せず

検出せず

検出せず

検出せず

DMTP

都道府県名 事業実施主体名 受益者名

検出せず

検出せず

検出せず＊＊＊

京都やましろ農業
協同組合

ビフェトリン

産地活性化総合対策事業の薬用作物等地域特産作物産地確立支援事業（国産茶輸出拡大等促進支援事業）に関する事業評価票

到　達　目　標 新たな商品開発の具体的な取組内容 地方農政局長の意見

京都府
全国農業協同組
合連合会京都府
本部

＊＊＊

輸出を前提で取り組む計画であった為、安全基準の
一番厳しいＥＵで安全が証明されれば、どの国に対
してもアピールできると確信し、ドイツの分析機関
「ユーロフィン」で分析を実施。
又、遅場所（南山城村）の不利な条件を輸出向け商
品で取り組む事で、今後有利に販売できる事を目指
す。

国内仕様でのインスタントティー開発であったが、
輸出を視野にいれ、内容量をマグカップ仕様とし
て増量。併せて、パッケージも英語表記とした。
又、ほうじ茶のティーパックについても開発をすす
めている。

成果目標は達成している。

京都府 ほっこりサークル ＊＊＊

平成26年度事業において微発酵茶、半発酵茶、発
酵茶、フルーツ茶、スモーク茶の５種の商品開発を
目標に事業に取組み、全商品のプロトタイプについ
て事業実施年度内に開発を完了した経緯がある。平
成28年度はこの事業成果をベースに各輸出国別に
実際の出荷用商品を確立する事が目標であった。

各輸出可能性国別に実際の出荷用商品を確立
（具体的引き合いへの対応）

各商品については、プロトタイプについて
は開発されたものの、事業の目標とする
実際の出荷用商品の確立がなされておら
ず、成果目標は達成していない。今後の
販売に向けた改善計画の策定が必要で
ある。



別紙様式第５号

新品種・新技術活用産地育成プログラムに関する事業評価票

基準年

平成25年

1年目

平成26年

2年目

平成27年

3年目
（目標年）
平成28年

4年目

平成　　年

5年目

平成　　年
目標値 達成率

兵庫県 豊岡市

ひょうご加
工用米生産
拡大プロ
ジェクト

水稲 26年度

販売額330,842千
円
（増加販売額
165,421千円）

165,421千円 120,739千円 334,685千円 342,735千円 - - 330,842千円 107%

・研修会の開催
・栽培暦の作成
・実需者との意
見交換会開催

目標が達成された。

地方農政局長（生産局
長、内閣府沖縄総合事
務局長）の意見

都道府県名 市町村名
事業実施
主体名

対象作物
・畜産物名

事業実施
初年度

成果目標の
具体的な内容

成果目標の達成状況

具体的な
取組内容



別記様式第８号

基準年
(計画策定時)
平成　26　年

目標年

平成　28　年

滋賀県

家庭用花き需要に見合
う切り花生産技術（菊
類、トルコキキョウ
等）

26年度
コンソーシアム候補を２
つ形成する。

コンソーシアム候
補は形成されてい
ない。

コンソーシアム候補を２
つ形成した。

コンソーシアム候補形成に向けて以下の取
組を行った。
・市場及び実需者との現地検討会や出荷調
整会議並びに地域花き生産拡大研修大会の
開催
・開花調節技術等による需要期出荷の現地
栽培試験、少量土壌培地方式等を活用した
草花類の現地栽培試験等の実施
・関係者（実需者、市場、JA等、県）によ
る情報交換と共有のための検討会の実施

生産者、実需者の意向調査を
受けた技術改善の現地栽培試
験を行った上、関係者（実需
者、市場、JA等、県）による
情報交換と共有のための検討
会等を開催しており、コン
ソーシアム候補２つを形成し
たと評価できる。

京都府

覆い香味に優れるてん
茶用新品種「展茗（て
んみょう）」の普及促
進

26年度
コンソーシアム候補を１
つ形成する。

コンソーシアム候
補は形成されてい
ない。

コンソーシアム候補を１
つ形成した。

コンソーシアム候補形成のために以下の取
組を行った。
・荒茶品質評価会、推進検討会等の開催
・栽培・技術マニュアル作成のためのデー
タ収集
・現地で栽培・製造した「展茗」が実需者
ニーズに合っているのか聞取り調査
・生産者と実需者のマッチングの場である
荒茶求評会等を通じてのデータ提供、共通
認識の醸成

特性把握のため現地栽培試験
茶園を設置し、交流会等で報
告している上、生産者と実需
者のマッチングの場である荒
茶求評会等を開催しており、
コンソーシアム候補を形成し
たと評価できる。

京都府

京都府産のお米活用に
よる旨み成分の高い京
都府産牛肉のブランド
化

26年度
コンソーシアム候補を１
つ形成する。

コンソーシアム候
補は形成されてい
ない。

コンソーシアム候補を１
つ形成した。

コンソーシアム候補形成のために以下の取
組を行った。
・実証ほ設置等検討委員会、マッチング推
進方策検討会等の開催
・産地及び実需者へ相互の情報提供
・飼料用米栽培の手引き作成
・産地・実需者に加え、公益社団法人京の
ふるさと産品協会や試験研究機関を参集し
た検討会においてコンソーシアム候補の形
成に向けた共通認識の醸成

マッチング推進方策検討会の
開催や施肥方法の実証活動等
を行った上、流通業者を通じ
ての供給体制が確立されてい
るので、コンソーシアム候補
を形成したと評価できる。

新品種・新技術活用型産地育成支援事業（産地ブランド発掘事業）に関する事業評価票

地方農政局長等の意
見

事業実施主
体名

新品種・新技術
の内容

事業実施
初年度

成果目標の
具体的な内容

成果目標の達成状況

具体的な取組内容



別記様式第８号

基準年
(計画策定時)
平成　26　年

目標年

平成　28　年

新品種・新技術活用型産地育成支援事業（産地ブランド発掘事業）に関する事業評価票

地方農政局長等の意
見

事業実施主
体名

新品種・新技術
の内容

事業実施
初年度

成果目標の
具体的な内容

成果目標の達成状況

具体的な取組内容

京都府
桂うりと佐波賀だいこ
んの栽培復活と機能性
を活かした商品化

26年度
コンソーシアム候補を１
つ形成する。

コンソーシアム候
補は形成されてい
ない。

コンソーシアム候補を１
つ形成した。

コンソーシアム候補形成のため以下の取組
を行った。
・生産者、流通・加工の実需者、行政等の
関係者が参画する検討会の開催
・実証ほ調査や実需者の品質評価により、
栽培マニュアルを作成した
・品目毎に関係者で伝統野菜や機能性の付
加価値を打ち出した商品化やPR方法の検討

両品目において、生産者、流
通・加工の実需者、行政等の
関係者が参画する検討会を開
催した上、本事業により京野
菜機能性活用推進連絡会が組
織されており、コンソーシア
ム候補を形成したと評価でき
る。

兵庫県
畝内部分施肥技術によ
るキャベツの施肥量低
減技術

26年度
コンソーシアム候補を地
域毎に形成する。

コンソーシアム候
補は形成されてい
ない。

コンソーシアムを地域毎
（神戸、加古川、光都、
豊岡）に形成している。

コンソーシアム候補形成に向けて以下の取
組を行った。
・実証試験現地検討会、現地実証試験実績
検討会、実需者等との情報交換会等の開催
・実証結果をまとめ、産地・実需者へ情報
提供
・産地と実需者との検討会に加え、機械
メーカーや種苗メーカーとの検討会も実施

産地、実需者、関係機関等が
参集し、キャベツの生産体
制、販売戦略についての検討
を行い、関係者間の連携を図
り、地域毎にコンソーシアム
を形成しているので適切に事
業が実施されたと評価でき
る。

兵庫県
「兵庫Ⅰ-３号」、「兵
庫Ⅰ-４号」の生産拡大

26年度
コンソーシアム候補を１
つ形成する。

コンソーシアム候
補は形成されてい
ない。

コンソーシアム候補を１
つ形成した。

コンソーシアム候補形成の向けて以下の取
組を行った。
・実証展示ほ設置検討会、食味・加工適正
等品質評価会の開催
・栽培・技術マニュアルの作成、配布
・生産者、実需者による検討会の実施

実需者による加工適性等品質
評価を行い、結果については
生産者・実需者が一堂に会し
て検討する等しており、コン
ソーシアム候補を形成したと
評価できる。



米粉製造革新技術等開発支援事業評価票
近畿農政局生産部生産振興課

事業名 事業実施主体 事業内容 事業費（円）

【取組内容詳細】
米粉にとって最も効率的な粉砕方法について、
他産業からの視点で総合的にコスト低減につい
て検討を行った。
手作業で行っている混合・充填作業を縦型連続
生産方法に改善し　コスト削減を目指すととも
に、粉砕前処理工程における浸漬・脱水・テンパ
リング工程を自動的に行う装置を考案、改良装
置での実証実験に望み更なるコスト低減を行っ
た。

初年度（26年度） 次年度（27年度） 目標年度（28年度）

初年度（26年度） 次年度（27年度） 目標年度（28年度）

＜記載要領＞  
１　評価観点ごとの所見欄には、ａ、ｂ、ｃそれぞれの観点からの所見を記載する。
２　総合評価欄には、評価観点ごとの所見欄を踏まえて、AA、A又はBのいずれかに○を付ける。
３　総合所見欄には取組全体について総合的な所見を記載する。
４　事業内容欄は、事業実施状況報告書（別記様式４）に準ずる。
５　事業費は決算額を記入する。

総合所見

従来型の米粉製粉技術にとらわれることなく、工業粉砕
技術を応用した米粉粉砕、加工、浸漬工程の自動化によ
るコスト低減技術を確立し、玄米から米粉に至るまでの精
米・製粉コストを当初２５９円/㎏から１６９円/㎏にする目
標であったが目標を上回り１６７円/㎏を実現した。

【取組概要】
玄米から米粉に至るまでの精米・製粉コストの
削減

当初計画を以上の低コスト米粉製粉技術を確立し、適正な事業遂行と予算執行が行われた。

玄米から米粉に至るまでの精米・製粉コストを当初２５９円/㎏から１６９円/㎏にする目標であったが目標を上回り１６７
円/㎏を実現した。

精米・製粉コスト
２５９円／kg

精米・製粉コスト
削減額80円／kｇ
を実現　→　精米・
製粉コスト　１７９
円／kｇ

さらなる改良、改
善を加えコスト削
減を達成　→　精
米・製粉コスト削
減目標を上回り１
６７円/㎏

米粉製造革新技術
等開発支援事業

総合評価

株式会社　丸　宮　穀
粉

平成26年度
6,388,000円
（うち国費
2,951,493円）
平成27年度
10,806,000円
（うち国費
3,708,573円）
平成28年度
6,014,000円
（うち国費
2,579,451円）

　AA　：　計画以上の成果が見られる

精米・製粉コスト
削減額80円／kｇ
を実現　→　精米・
製粉コスト　１７９
円／kｇとする

さらなる改良、改
善を加えコスト削
減を達成　→　精
米・製粉コストを１
６９円／kｇにする

 ｂ 計画に即した取組が行われたか

　A　：　計画通りの成果が見られる

　B　：　計画通りの成果がみられない

 ｃ 予算の執行が適正に行われたか。また予算に見合った成果が出たか

成果目標

事業成果

米粉業界だけの目線ではなく、工業粉砕や他の食品産業、バイオマスエネルギー利用など異業種からの視点でコスト
検証を重ね低コスト米粉製粉技術を計画を上回り達成した。

 ａ 成果目標が達成されているか

精米・製粉コスト
２５９円／kg



別記様式第ａ－７号

基準年
(計画策定時）

目標値

目標年に
おける
実績値

（平成28年）

達成率

①生産者に対するGAPの研修会の開催回
数

－ 3回 24回 800%

②「こうべ版GAP」の認定者数の増加 － 20名 3名 15%

神戸市

成果目標①については、達成されている。
成果目標②の「こうべ版GAP」の認定者数の
増加については、未達成であり、改善が必
要である。生産者に対して、GAP導入の意義
を啓発する等により、こうべ版GAPの認定者
数を増加させる改善計画を提出させる。

28年度

生産システム革新推進事業（ＧＡＰ体制強化・供給拡大事業）
（販路拡大等を目指したＧＡＰの普及推進事業）に関する事業評価票

地方農政局長等の意見
事業実施
主体名

事業実施
年度

成果目標の具体的な内容

成果目標の達成状況



農畜産業機械等リース支援事業　事業評価

基準年
（平成25年）

Ａ
目標年

（平成28年）

Ｂ
目標値

Ａ／Ｂ
達成率

乳用牛(経産）の飼養
頭数

35頭 34頭 44頭 77%

自給飼料の作付面積 0ａ 0ａ 250ａ 0%

乳用牛経営を開始す
る新規参入者に機械
を導入し、酪農生産
基盤の維持及び酪農
の振興に資する。

乳用牛（経産）の飼養頭数は初妊牛価
格の高騰（27年度平均：63万円／頭、
28年度平均：80万円／頭）が計画通り
の増頭の阻害要因となったことは理解
できる。このため、今後、自家育成に
よる増頭に取り組むこととしており、
今後の改善が見込まれる。自給飼料の
作付面積については、作付予定地が獣
害で利用困難となったため、稲WCSを
活用し飼料の外部化により賄ったこと
から目標には達していないが、今後、
自給飼料作付予定地への育成牛の放牧
利用により作付面積目標の達成に取り
組むこととしており、事業実施主体に
対し、改善計画の提出を求めることと
する。

滋賀県 甲賀農業協同組合

地方農政局長等（生産局長、政策統括
官、沖縄総合事務局長）の意見

都道府県・
市町村名

事業実施
主体名

成果目標の
具体的内容

達成状況

取組内容



（別添）

国産原材料供給力強化支援事業に関する事業評価シート

都道府県名 市町村名 事業実施主体名 取組名
事業実
施年度

成果目標の具体
的な内容

成果目標関係

整備事業 事業評価の検証方法

費用対効果分析関係
事業計画
の妥当性

適正な
事業執行

地方農政局長等の意見
生産者～中間事業者 中間事業者～食品製造業者等 食品製造業者等～協議会外

計画値 結果現状値
（２４年）

目標値
（２８年）

実績
（２８年）

現状値
（２４年）

目標値
（２８年）

実績
（２８年）

現状値
（２４年）

目標値
（２８年）

実績
（２８年）

京都府 京都市
京都府生産者協

議会

野菜
（西洋にんじ
ん、ごぼう、
小松菜、ほ
うれん草、
黒豆枝豆、
里芋、海老
芋、玉ねぎ、
金時にんじ
ん、とうがら
し、なす、ね
ぎ、キャベ
ツ、カボ
チャ）

２１年
度
～
23年度

生産者～中間事
業者

国産原材料の
供給力の向上

（協議会内出荷量
を10％以上増加
させる）

中間事業者～食
品製造業者

国産原材料の供
給力の向上

（協議会内出荷量
の割合を５％以
上とする）

－ 76% 87%

－ 100% 100%

－ － － －
それぞれの取扱数量
を伝票等にて確認を
行った。

－ － 1 1
成果目標を達成。
２８年度評価報告内容を点検した結果、成果目標
を達成していることを確認。



別記様式第６号

産地技術導入支援事業（新技術導入広域推進事業）に関する事業評価票

基準年
(計画策定時)
平成　23　年

目標年

平成　26　年

改善計画実施
結果（平成27

年）

改善計画実施
結果（平成28

年）
目標値 達成率

京都府

水稲鉄コーティ
ング直播技術の
導入による飼料
用米の低コスト
生産技術の確立

24年度

省力・低コスト技術を導
入した鉄コーティング直
播による飼料用米の作付
面積の増加

0 ha 17 ha 18 ha 19.1 ha 30 ha 64%

左記目標のため、以下の取
組を行った。
・新技術実証ほの設置
・現地検討会の開催
・新技術導入マニュアル作
成
・新技術導入効果の分析・
評価
・成績発表会の開催

本技術を導入した作付面積は
漸増しているが、成果目標を
達成できていない。本技術の
省力・低コスト化のメリット
をＰＲするとともに、直播栽
培に必要となる特有の技術の
普及推進を含んだ改善計画を
提出させる。

具体的な取組内容 地方農政局長等の意見
事業実施主

体名 新技術の内容
事業実施
初年度

成果目標の
具体的な内容

成果目標の達成状況



別記様式第６号

産地技術導入支援事業（新技術導入広域推進事業）に関する事業評価票

基準年
(計画策定時)
平成　24　年

目標年

平成　27　年

改善計画実施
結果

目標値 達成率

京都府

大型捕獲装置の
導入・普及によ
るニホンジカ捕
獲技術の確立

25年度
大型捕獲装置によるニホ
ンジカ捕獲数

1.5 頭/回 1.1 頭/回 1.4 頭/回 2.3 頭/回 -13%

左記の目標のため以下の取
組を行った。
・新技術導入検討会、現地
検討会の開催
・新技術の実証ほの設置
・新技術導入効果の分析、
評価
・技術マニュアルの作成
・成果発表会の開催

目標年に比べ、改善計画実施
後は、1回あたりの捕獲数が
増加しているものの、成果目
標は達成されていない。優良
事例（4頭/回）をモデルとし
て普及を図ること等を含んだ
改善計画を提出させる。

具体的な取組内容 地方農政局長等の意見
事業実施主

体名 新技術の内容
事業実施
初年度

成果目標の
具体的な内容

成果目標の達成状況



別記様式第６号

産地技術導入支援事業（新技術導入広域推進事業）に関する事業評価票

基準年
(計画策定時)
平成　23　年

目標年

平成　27　年

改善計画実施
結果

目標値 達成率

京都府

覆い下茶の品質
が向上する新た
な茶用被覆資材
の省力被覆技術

の確立

24年度
開発資材を導入した農家
数の増加

0 戸 5 戸 2 戸 15 戸 13%

左記の目標のために以下の
取組を行った。
・改良型被覆方法の評価、
分析、修正
・現地実証試験の検討、設
置
・現地研修会の開催
・技術マニュアルの作成

高い品質を生む光質選択性を
有しているが、耐久性等に課
題が残り、成果目標は未達成
となっている。被覆資材の改
良を図ることを含んだ改善計
画を提出させる。

具体的な取組内容 地方農政局長等の意見
事業実施主

体名 新技術の内容
事業実施
初年度

成果目標の
具体的な内容

成果目標の達成状況



133%

127%

62.0% 60.0% 103%


